
３．街なか居住の推進等による中心市街地の再生

国費 ３，４５５億円

（１）暮らし・にぎわい再生事業（仮称）等の創設

○暮らし・にぎわい再生事業（仮称）

中心市街地の再生を図るため、「選択と集中」の考え方に基づき、意欲の

ある地区を選定し、虫食い土地の集約、都市機能のまちなか立地及び空きビ

ルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備や関連ソフト施策に対

して総合的に支援する事業を新たに創設する。

初動期支援

（計画の策定・地元調整等）

賑わい空間施設整備

（広場・通路・駐車場等）

関連ソフト施策

（ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｵｰﾌﾟﾝｶﾌｪ等）

まちなかの暮らし・にぎわいの再生

コア事業の実施＝都市機能導入施設整備プロジェクト

土地の集約や都市機能の導入を中心としたまちづくりによりまちなかの暮らし・にぎわいを再生

中心市街地の再生に意欲のある地区

病院、社会福祉施設等の郊外立地と
の格差を解消

空きビル等の公共公益施設・集客施
設への改修・コンバージョン

○都市機能まちなか立地支援 ○空きビル再生支援

暮らし･にぎわい再生事業（仮称）

※都市機能用地：病院・社会福祉施設・集客施設･住宅等、中心市街地再生に必要な機能が立地する用地

生活空間としての都市機能集積 地権者を巻き込んだ空地、空き店舗対策選択と集中

意欲のある地区を選定 郊外立地との格差を解消 土地の集約・空きビル改修を支援

コンバージョン

病院のまちなかでの移転の例（Ａ病院） コンバージョンの例（B生涯学習ｾﾝﾀｰ）

市町村、まちづくり会社 等補助方式 直接補助（国費１／２） 事業主体

○虫食い土地集約支援

土地の取得・交換、利用者の入替え等に
より、都市機能の集約・再配置を促進

都市機能用地であるが、敷
地中央（ の土地）の土地
所有者の意向が異なる場合、
近隣街区の空き地と交換

まちなかでの土地の交換の例

交換
都市機能立地

旧病院跡地

まちなか移転
を支援

移転
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まちなか移転
を支援
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○暮らし・にぎわい再生ファンド事業（仮称）の創設

中心市街地の再生を図るため、商業施設、業務施設、住宅の整備など、幅

広いまちづくり事業を行う民間事業者を機動的に支援する新たな枠組みを創

設する。地元の企業・金融機関等の資金を地元のまちづくりに誘導し活用し

ていくための仕組みづくりを行いつつ、支援の対象を中心市街地の再生に資

する事業に限ることにより、当該中心市街地再生を強力に推進する。

暮らし・にぎわい再生ファンド事業（仮称）のスキーム

商業施設、業務施設、住宅の整備など、幅広いまちづくり事業を行う民間事業者を機動的に支援することにより、
まちなかの暮らし・にぎわいを再生

国
中心市街地整備の
支援を行う法人補助

暮らし・にぎわい
再生ファンド（仮称）

民間事業者による様々な
中心市街地整備事業

出資

出資

自治体 地元
企業

地域金融
機関

出資等

選択と集中

融資

出資

・賑わい拠点再生型

・街並み整備型

・街なか居住型

債務保証

暮らし・にぎわい再生ファンド事業（仮称）のスキーム

商業施設、業務施設、住宅の整備など、幅広いまちづくり事業を行う民間事業者を機動的に支援することにより、
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国
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暮らし・にぎわい
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民間事業者による様々な
中心市街地整備事業

出資

出資

自治体 地元
企業

地域金融
機関

出資等

選択と集中

融資

出資

・賑わい拠点再生型

・街並み整備型

・街なか居住型

債務保証
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（２）都市再生機構に対するまちなか再生・まちなか居住推進型

（仮称）出資金制度の創設

中心市街地の再生を推進するため、地方公共団体の要請に基づき低未利用

地を取得するとともに、当該用地を核としてコーディネート、敷地整備、建

物共同化等を進めることとし、このための用地取得等に対し出資金を充当す

る制度を創設する。

（３）その他

①街なか居住再生ファンドによる街なか居住の推進

民間の多様な住宅供給事業を支援するため、街なか居住再生ファンドを

増額する。

②民間再開発促進基金の拡充

民間の住宅供給に資する事業を支援するため、民間再開発促進基金によ

る債務保証の対象に、優良建築物等整備事業、住宅市街地総合整備事業等

の建設資金にかかる借入れを追加する。

③日本政策投資銀行による融資制度の拡充

中心市街地の再生を推進するため、まちなかに立地する建築物の整備を

日本政策投資銀行の融資対象に追加する。

④市街地再開発事業への民間参画の促進

市街地再開発事業に参画する特定の民間事業者等に対する弾力的補助制

度を創設する。
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